
〔公 示〕 

令和 6年 5月 22 日 

 

令和 6年度 土地売却支援業務の募集について 

 

国立大学法人兵庫教育大学では、本学の所有する土地の売却を円滑に推進することを目的として、 

土地売却支援業務委託を実施することとし、次のとおり募集します。 

 

1 募集の内容 

売却可能性調査から事後対応に至るまでの一連の業務及びこれらに関する業務を委託対象とし、

募集します。 

 

2 売却予定件数 

土地（5筆） 

建物（7棟） 

 

3 応募者の要件 

宅地建物取引業者であって、過去 5年以内に、一売買契約につき 1億円以上の土地又は建物の売

却に係る媒介、代理等を成約した実績を有する者であること。ただし、国立大学法人等（官公庁、

独立行政法人等の公的機関を含む。）が所有する土地又は建物に限る。ほか 

（詳細については、業務募集説明書をご覧下さい。） 

 

4 応募書類の提出期間 

令和 6年 5月 22 日（水）から令和 6年 6月 28 日（金）まで（土曜日及び日曜日を除く。）の 9時

から 17 時まで（12時～13 時を除く。） 

 

5 業務募集説明書の配布期間及び配布場所 

配布期間：令和 6年 5月 22 日（水）から令和 6年 6月 28 日（金）まで（土曜日及び日曜日は除

く。）の 9時から 17時まで（12 時～13時を除く。） 

配布場所：下記 6の問合せ先 

※業務募集説明書等は、電子メールからも入手可能ですので、下記 6の問合せ先のメ

ールへ「土地売却支援業務募集説明書請求」と送信して下さい。折り返し、添付フ

ァイルで返信します。 

 

6 問合せ先 

国立大学法人兵庫教育大学 環境マネジメント課 

担当  藤原 

電話  0795-44-2026 

F A X   0795-44-2029 

Mail   office-proper-t@ml.hyogo-u.ac.jp 

 

※詳細については、業務募集説明書をご覧下さい。 



 

 

 

 

業 務 募 集 説 明 書 

土地建物売却に係る支援業務  一式 

【山国第一団地職員宿舎の土地及び建物】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立大学法人兵庫教育大学 
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1 募集の内容 

（1）件名及び数量   土地建物売却に係る支援業務 一式 

（2）業務の概要 

本件は、本学が所有する職員宿舎（山国第一団地）の土地建物（詳細は、別添 1「仕様

書」を参照すること。）（以下「物件」という。）に関して円滑に売却を行うため、支援業務

を請負として委託するものである。 

なお、本件は、宅地建物取引業法（昭和 27 年法律第 176 号。以下「宅建業法」という。）

に規定される媒介行為として委託する業務であり、受託者が本業務を遂行するに当たって

は、別添 1「仕様書」によるほか、宅建業法その他関係法令等を遵守しなければならない。 

（3）募集の方法 

本件は成功報酬制とする。報酬額は、物件売却の成約価格（税抜）に、応募者が見積もり

した報酬料率を乗じ、消費税及び地方消費税相当額を加算した額とする。ただし上限額は、

500 万円を超えない額とする。 

① 応募者は、別紙 2「業務委託（請負）契約書（案）」、別添 1「仕様書」及び「国立大学法

人兵庫教育大学工事請負等契約基準」（※下記 8（3）参照）に基づき、報酬料率の見積もり

を行うものとする。その際、請負に要する一切の諸経費を含めて見積もりを行うこと。 

② 応募者は、資格要件を有すること及び請負の履行ができることを証明するため、資格要

件の確認のための書類に加えて、請負履行要件の確認のための書類として業務実施計画書を

提出すること。 

③ 応募者は、見積書に、本件の件名、見積もりした報酬料率、売却成約予想価格及び応募

者の住所、氏名等を記載すること。 

 

2 応募の資格及び要件 

（1）「国立大学法人兵庫教育大学契約事務取扱規程」第 3条及び第 4条（※下記 8（3）参照）

に規定される次の事項に該当する者は、応募する資格を有さない。 

① 契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者 

② 以下の各号のいずれかに該当し、かつ、その事実があった後 3年を経過していない者

（これを代理人、支配人その他の使用人として使用する者についても同様とする。） 

（ア）契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量

に関して不正の行為をした者 

（イ）公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るために連

合した者 

（ウ）落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

（エ）監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

（オ）正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

（カ）前各号のいずれかに該当する事実があった後 3年を経過しない者を、契約の履行に当た

り、代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

（2）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第 54 号）の規定に違

反し、価格又はその他の点に関し、公正な競争を不法に阻害するために入札を行った者で

ないこと。 

（3）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定に基づき更生手続開始の申立てがなされて
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いる者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定に基づき再生手続き開始の申立て

がなされている者でないこと。 

（4）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号）第 2条第 2項

に規定する暴力団及び警察当局から排除要請がある者でないこと。 

（5）本学から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

（6）宅建業法の規定に基づく宅地建物取引業者であって、過去 5年以内に同法に関して不正

又は著しく不当な行為を行っていない者であること。 

（7）過去 5年以内に、一売買契約につき 1億円以上の土地または建物の売却に係る媒介、代

理等を成約した実績を有する者であること。ただし、国立大学法人等（官公庁、独立行政

法人等の公的機関を含む。）が所有する土地または建物に限る。 

（8）本件を別添 1「仕様書」に従い履行することができることを証明した者であること。 

（9）その他、本学が応募につき不適当と認めた者でないこと。 

 

3 応募書類の作成及び提出 

（1）応募書類の提出期限・提出場所・提出方法 

① 応募書類の受付期間 

令和 6年 5月 22 日（水）から令和 6年 6月 28 日（金）まで（土曜日及び日曜日を除

く。）の 9時から 17 時まで（12 時～13 時を除く。） 

② 応募書類の提出場所 

〒673-1494 兵庫県加東市下久米 942-1 

国立大学法人兵庫教育大学 環境マネジメント課   

（電 話）0795-44-2026 

   （F A X）0795-44-2029 

（E-mail）office-proper-t@ml.hyogo-u.ac.jp 

③ 応募書類の提出方法 

持参または郵送（書留郵便に限る。） 

※郵送の場合は、提出期日までに本学へ配達されるように投函してください。 

（2）質問書の受理及び回答 

質問等がある場合は、書面により受理します。 

① 質問書の提出期限 

令和 6年 6月 5日（水）17 時まで（厳守） 

② 質問書の提出方法 

質問書（様式 3）を上記（1）②の担当部署へメール、ＦＡＸまたは郵送で提出してくだ

さい。 

③ 質問書に対する回答 

質問の回答は、業務募集説明書配布者全員にメールまたはＦＡＸで回答書を送付しま

す。 

（3）応募書類の作成 

① 応募者は、業務募集説明書をはじめ、別紙 1「応募書類」、別紙 2「業務委託（請負）契

約書（案）」、別添 1「仕様書」を熟覧のうえ、応募すること。 

② 応募者は、応募書類を本学へ提出し、資格の有無について確認を受けなければならな
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い。 

③ 応募者は、応募書類の記載事項を訂正する場合は、当該訂正部分について押印をするこ

と。 

④ 応募者は、提出した応募書類の引換え、変更又は取消しをすることができない。また、

受領した応募書類一式は、返却しない。 

⑤ 応募書類は、別紙 1「応募書類」により作成する。 

⑥ 応募書類の内容は、すべて資格要件及び請負履行要件の確認の対象とする。 

⑦ 応募書類に虚偽又は不正の記載のあることが判明した場合は、受託者に対し損害賠償を

求める場合がある。 

⑧ 本学は、応募者に無断で、提出された応募書類を資格要件及び請負履行要件の確認以外

の用途に使用しない。 

（4）応募の無効 

応募書類で次の事項の一に該当するものは、これを無効とする。 

① 応募資格のない者が提出したもの 

② 応募書類の受付期間内に受領しなかったもの 

③ 応募書類に虚偽又は不正の内容を記載しているもの 

④ 応募者に要求される事項を履行しなかった者が提出したもの 

⑤ その他募集に関する条件に違反したもの 

（5）応募の延期又は廃止 

応募者が相連合し、又は不穏の挙動をする等の場合であって、募集を公正に執行するこ

とができない状況にあると認められる場合は、当該募集を延期し、又はこれを廃止するこ

とがある。 

（6）代理人による応募 

① 代理人が応募する場合は、応募書類と併せて代理委任状を提出しなければならない。 

② 応募者は、本件において他の応募者の代理人を兼ねることができない。 

 

4 資格要件及び請負履行要件の確認並びに受託者の決定 

（1）見積合わせを行い、応募書類を提出した応募者のうち、業務募集説明書に示した資格要

件をすべて満たしたものから、最も低率な報酬料率を見積したものを契約交渉権者として

選定し、契約締結に向けた協議を経て合意したものを受託者として決定する。 

（2）報酬料率が同率の場合は、本学が指定する日時・場所において、同率の者にくじを引か

せ、契約交渉権者を決定する。ただし、出席しない者又はくじを引かない者があるとき

は、これに代わって当該見積事務に関係のない職員にくじを引かせることができる。 

（3）本学は、契約交渉権者を決定した場合は、直ちに、契約交渉権者を決定したこと及び契

約交渉権者の氏名を、契約交渉権者以外の応募者に通知する。 

 

5 業務委託（請負）契約書の作成 

（1）受託者が決定した場合は、その決定した日から 7日以内（受託者が遠隔地にある等特別

の事情がある場合は指定の期日まで）に業務委託（請負）契約書の取り交わしをするもの

とする。なお、受託者が、指定の期日までに契約書の取り交わしをしない場合は、受託者

の決定を取り消すものとする。 
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（2）業務委託（請負）契約書を作成する場合は、まず受託者が契約書に記名押印し、次に本

学が当該契約書の送付を受けてこれに記名押印するものとする。その後、本学は、当該契

約書の１通を受託者に送付するものとする。 

（3）本学が受託者とともに業務委託（請負）契約書に記名押印しなければ、契約は確定しな

いものとする。 

 

6 報酬の支払条件 

報酬の支払は、業務完了確認後、1回に支払う。 

 

7 スケジュール 

① 公募開始：令和 6年 5月 22 日（水） 

② 公募締切：令和 6年 6月 28 日（金） 

③ 契約締結：令和 6年 7月上旬頃 

④ 契約期間：契約締結日から売却完了まで 

 

8 その他 

（1）応募者は、受託者を決定する日の前日までの間において、本学から、応募書類及び業務

募集説明書において求められた条件に関して説明を求められた場合は、応募者の負担にお

いて完全な説明をしなければならない。 

（2）応募者、契約交渉権者又は受託者が本件に関して要した費用は、すべて当該応募者、契

約交渉権者又は受託者が負担するものとする。 

（3）本学規程については、下記ＵＲＬをご参照ください。 

 

国立大学法人兵庫教育大学工事請負等契約基準 

https://www.hyogo-u.ac.jp/assets/files/2024/01/koujiukeoikeiyakukijun.pdf  

 

国立大学法人兵庫教育大学契約事務取扱規程 

https://web.hyogo-u.ac.jp/office/gen/kisoku/act/print/print110000282.htm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙 1 応募書類 

 

資格要件を有すること及び請負の履行ができることを証明する書類 

（応募書類） 

 

1 資格要件の確認のための書類 

（1） 見積書                         ・ ・ ・ ・ 1 部 

（2） 資格要件確認書                       ・ ・ ・ ・ 1 部 

（3） 宅地建物取引業免許証 （ 写 ）                 ・ ・ ・ ・ 1 部 

（4） 過去 5年以内に、一売買契約につき 1億円以上の土地または ・ ・ ・ 1 部  

建物の売却に係る媒介、代理等を成約した実績（ただし、 

国立大学法人等（官公庁、独立行政法人等の公的機関を含む。） 

が所有する土地または建物に限る。）を証する書類 

（請負実績一覧表及び請負実績事例） 

 

2 請負履行要件の確認のための書類 

（1）業務実施計画書（企画提案書）（任意様式）              ・ ・ ・ ・ 1 部 

 

※（1）は、次の事項を記載して作成すること。なお、分量はＡ4用紙 10 枚以内とする。 

①仕様書に定める各業務の実施要領 

②仕様書に定める各業務の実施スケジュール 

③業務責任者及び業務担当者の氏名、役職、主な経歴等 

④業務実施体制（会社概要、会社組織図、体制表、社内コンプライアンス体制を含む。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式 1 見積書 

 

見    積    書 

 

・件名及び数量 土地建物売却に係る支援業務 一式 

・報酬料率 売却成約価格（税抜）×   ％ 

［売却成約予想価格（税抜）：              円］ 

 

 

 

国立大学法人兵庫教育大学工事請負等契約基準を熟知し、仕様書に従って上記の請負を履行

するものとして、業務募集説明書に関する条件を承諾の上、上記のとおり応募します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 年  月  日 

 

 

 

国立大学法人兵庫教育大学 御中 

 

応募者 

〔住所〕  

〔氏名〕 （法人の場合は、その名称又は商号及び代表者 

の（職）・氏名、（代表者の）印） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式 2 資格要件確認書 

 

資格要件確認書 

 

貴学における「土地建物売却に係る支援業務 一式」に応募するに当たり、応募資格につい

て、下記のとおり誓約いたします。 

 

記 

 

（1） 私は、国立大学法人兵庫教育大学契約事務取扱規程第 3条及び第 4条の規定に該当しま

せん。 

（2）私は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第 54 号）の規定

に違反し、価格又はその他の点に関し、公正な競争を不法に阻害するために入札を行った

者ではありません。 

（3）私は、会社更生法（平成 14年法律第 154 号）の規定に基づき更生手続開始の申立てがな

されている者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定に基づき再生手続き開始の

申立てがなされている者ではありません。 

（4）私は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）第 2条

第 2項に規定する暴力団及び警察当局から排除要請がある者ではありません。 

（5）私は、貴学から取引停止の措置を受けている期間中の者ではありません。 

（6）私は、別紙宅地建物取引業免許証（写）のとおり、宅地建物取引業法（昭和 27 年法律第

176 号）の規定に基づく宅地建物取引業者です。 

（7）私は、過去 5年以内に、宅地建物取引業法に関して不正又は著しく不当な行為をしており

ません。 

（8）私は、別紙資料のとおり、過去 5年以内に、一売買契約につき 1億円以上の国立大学法人

等（官公庁、独立行政法人等の公的機関を含む。）が所有する土地または建物の売却に係る

媒介、代理等を成約した実績を有する者です。 

（9）私は、仕様書に従い本業務を履行できる者です。 

  

 

 

令和 年 月 日 

 

国立大学法人兵庫教育大学 御中 

 

応募者 

〔住所〕  

〔氏名〕  （法人の場合は、その名称又は商号及び代表者 

の（職）・氏名、（代表者の）印） 

 

 



 

様式 3 

質問書 

 

《提出先》 

〒673-1494 兵庫県加東市下久米 942-1 

国立大学法人兵庫教育大学 環境マネジメント課   

（電 話）0795-44-2026 

（F A X）0795-44-2029 

（E-mail）office-proper-t@ml.hyogo-u.ac.jp 

〔質問者〕 

法人名及び氏名  

所在地及び住所  

質問事項 

記載担当者 

所属部署・職名  

氏     名  

連  絡  先 

電     話  

FAX 番号  

メールアドレス  

 

質 
 
 

問 
 
 

事 
 
 

項 

 

※質問内容が多い場合は、別葉で追加してください。 



 

別紙 2 業務委託（請負）契約書（案） 

 

業 務 委 託 （ 請 負 ） 契 約 書（案） 

 

 

委託業務の表示  土地建物売却に係る支援業務 一式 

 

 

委託者 国立大学法人兵庫教育大学と受託者 ○○○○○○○○○○との間において、上記の委

託（請負）業務（以下「業務」という。）について、次の条項によって業務委託（請負）契約

を結ぶものとする。 

なお、本契約は、国土交通省が定める標準媒介契約約款に基づくものではない。 

 

 

第１条 受託者は、別添 1「仕様書」に基づき、善良なる管理者の注意をもって誠実に業務を

履行するものとする。 

 

第２条 委託者は、業務を、宅地建物取引業法（昭和 27 年法律第 176 号。以下「宅建業法」

という。）に定める媒介行為として受託者に委託し、受託者は、宅建業法その他関係法令

の定めを遵守しなければならない。 

 

第３条 本業務における委託報酬率は、物件成約価格の○％とする。 

 

第４条 業務委託期間は、本契約書締結日から売却完了までとする。売却完了とは、売却対象

不動産に係る売却代金の収納、所有権移転登記、引渡しを完了することをいう。 

 

第５条 受託者と受託者の役員・使用人等（本業務の一部を再委託する場合は、当該委託先及

び委託先の役員・使用人等を含む。）は、物件について、直接又は間接に、買受け又は当

該財産に関する権利を譲り受けてはならない。 

 

第６条 受託者は、別添 1「仕様書」に定める業務が完了した場合は、国立大学法人兵庫教育

大学環境マネジメント課に業務完了報告書を送付するものとする。 

 

第７条 受託者は、業務を行うに当たっては、常に災害、事故防止に留意し、特に必要がある

と認める場合は、臨機の措置をとるようにしなければならない。 

２ 受託者は、前項の措置をしようとする場合には、あらかじめ委託者に対してその意見を求

めなければならない。 

３ 受託者は、第 1項の措置をとった場合には、直ちにその旨を委託者に通知しなければなら

ない。 

４ 委託者は、災害、事故防止その他業務実施上必要と認める場合は、受託者に対し所要の臨

機の措置を取るべきことを要求することができる。 



 

５ 受託者は、前項の要求があった場合は、直ちにこれに応じなければならない。 

６ 第 1項及び前項の措置のために要した経費は、受託者が負担するものとする。ただし、当

該経費を受託者が負担することが著しく不適当であると認められる場合は、委託者受託者

間において協議し、委託者においてその全部又は一部を負担するものとする。 

 

第８条 受託者は、建物及び器物等を損傷又は委託者の所有する物品等を紛失しないよう、善

良な管理者の注意をもって業務を実施するものとする。 

 

第９条 受託者は、前条の注意義務を怠り、建物及び器物等を損傷又は委託者の所有する物品

等を紛失した場合は、賠償の責を負うものとする。 

２ 前項の賠償額は、損害の度合いにより委託者の定める額とする。 

 

第 10 条 委託者は、受託者が次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約を解除するこ

とができる。この場合において、受託者に損害が生じても、委託者はその責任を負わない

ものとする。 

一 受託者が、この契約に定める義務を履行しない場合 

二 受託者がこの契約に違反し、その違反によりこの契約の履行が不可能になった場合 

三 この契約の履行に関し、受託者又は受託者の職員に不正な行為があった場合 

四 受託者が契約に係る重要な事項について故意若しくは重過失により事実を告げず、又は

不実のことを告げる行為をした場合 

五 受託者が宅地建物取引業に関し、不正又は不当な行為をした場合 

２ 委託者は、前項に規定する場合のほか、受託者（第 1号から第 5号までに掲げる場合にあ

っては、受託者又はその支配人（受託者が法人の場合にあっては、受託者又はその役員若し

くはその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者））が次の各号のいずれかに該当すると

きは、本契約を解除することができる。 

一 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号）

第 2条第 6号に規定する暴力団員をいう。第 5号及び第 6号においても同じ。）であると認

められるとき。 

二 自己若しくは第三者の不当な利益を図り又は第三者に損害を与える目的で暴力団（暴力

団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2条第 2項に規定する暴力団をいう。以

下、この受託者において同じ。）の威力を利用したと認められるとき。 

三 暴力団の威力を利用する目的で金品その他財産上の利益の供与（以下、この号及び次号

において「金品等の供与」という。）をし、又は暴力団の活動若しくは運営を支援する目的

で相当の対価を得ない金品等の供与をしたと認められるとき。 

四 正当な理由がある場合を除き、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資すること

となることを知りながら金品等の供与をしたと認められるとき。 

五 暴力団員と交際していると認められるとき。 

六 暴力団又は暴力団員が実質的に経営に関与していると認められるとき。 

七 その者又は支配人（その者が法人の場合にあっては、その者又はその役員若しくはその

支店若しくは契約を締結する事務所の代表者）が第 1号から前号までのいずれかに該当す

ることを知りながら当該者に係る下請契約、材料等の購入契約その他の契約を締結したと



 

認められるとき。 

八 第 1号から第 6号までのいずれかに該当する者を契約の相手方とするこの契約に係る下

請契約、材料等の購入契約その他の契約（前号に該当する場合の当該契約を除く。）につい

て、委託者が求めた当該契約に従わなかったとき。 

 

第 11 条 前条の規定によりこの契約を解除した場合において、委託者は、売却対象不動産の

売却予定価格を基礎として算定した委託報酬相当金額の 100 分の 5に相当する金額（その

額に 100 円未満の端数がある場合は、その端数を切り捨てた額）を違約金として、受託者

から徴収する。 

 

第 12 条 受託者は、業務の実施に当たって委託者及び第三者に損害を与えた場合は、賠償す

る責を負う。ただし、委託者の責に帰すべき事由により生じた損害については、委託者が

その責を負うものとする。 

 

第 13 条 受託者は、業務の実施に当たって知り得た委託者の情報を、第三者に漏らし、又は

他の目的に利用してはならない。ただし、あらかじめ委託者の書面による承諾を得た場合

は、この限りではない。 

 

第 14 条 受託者は、この契約によって生ずる権利及び義務を、第三者に譲渡し、又は承継さ

せてはならない。ただし、あらかじめ委託者の書面による承諾を得た場合は、この限りで

はない。 

 

第 15 条 契約保証金は、免除する。 

 

第 16 条 この契約についての必要な細目は、国立大学法人兵庫教育大学が定めた業務請負契

約基準によるものとする。 

 

第 17 条 この契約に関する訴えの管轄は、国立大学法人兵庫教育大学所在地を管轄区域とす

る神戸地方裁判所とする。 

 

第 18 条 この契約に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、委託者受託

者間において協議して定めるものとする。 

 

 

 

上記契約の成立を証するため、委託者受託者は次に記名し、印を押すものとする。この契約書

は 2通作成し、双方で各 1通を所持するものとする。 

 

 

 

 



 

 

令和 年  月  日 

 

委託者  兵庫県加東市下久米 942-1 

国立大学法人兵庫教育大学契約担当役 

事務局長    田中 賢一  ㊞ 

 

 

 

受託者 （住所） 

 

 

（氏名）             ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務募集に関する問合せ先 

 

国立大学法人 兵庫教育大学 

環境マネジメント課 

 

〒673-1494 兵庫県加東市下久米 942-1 

（電 話）0795-44-2026 

（F A X）0795-44-2029 

（E-mail）office-proper-t@ml.hyogo-u.ac.jp 

 



別添 1 

仕 様 書 
 

1 業務の件名 

土地建物売却支援業務 一式 

 

2 業務の概要 

・本業務は、国立大学法人兵庫教育大学（以下「本学」という。）が所有する職員宿舎（山国

第一団地）の土地及び建物（以下「物件」という。）の売却を円滑に行うため、物件の売却に

関する支援業務を委託（請負）するものである。 

・本業務は、宅地建物取引業法（昭和 27 年法律第 176 号。以下「宅建業法」という。）に規

定される媒介行為として委託するものであり、受託者が本業務を遂行するに当たっては、本

仕様書によるほか、宅建業法その他関係法令等を遵守しなければならない。 

 

3 売却の計画 

3.1 物件の概要 

別紙物件概要書、位置図及び周辺状況図のとおり

 

3.2 売却方法 

国の売却制度に準じた一般競争入札により、売却先を決定する（一部隣地所有者越境

部分は随意契約）。ただし、売却に当たり、行政機関等との協議等の結果、上記以外の方

法による売却が合理的と判断される場合は、その方法により売却先を決定する。なお、

一般競争入札における本学の売却予定価格は、市場情勢を勘案し、競争実施時までに設

定する。 

また、売却条件は現状有姿とし、本学は契約不適合責任を負わないものとする。 

 

3.3 売却スケジュール 

①一般競争入札等に係る開札：物件調査後の協議による 

②代金決済、所有権移転等：令和 7年 3月 31 日（月）まで 

 

4  業務の内容 

4.1 売却の事前準備に係る業務 

4.1.1 売却手続き手順等の提案 

受託者は、以下の事項を、資料によって、本学に提案する。 

（ア）売却手続きの具体的な手順 

（イ）売却手続きのスケジュール 

（ウ）その他物件の売却に必要と認められる事項 

〔留意点〕 

・提案は、抽象的内容に留まることなく、具体的な内容であること。 

・必要に応じて、提案の根拠となる資料を添付すること。 

 

4.1.2 物件の調査 

受託者は、以下の事項を、資料によって、本学に報告する。 

（ア）物件調査（物件現況、周辺地域状況、土地利用制限等の調査） 

 （イ）市場調査（購入需要、不動産市場動向、想定事業等の調査） 

（ウ）対象物件の想定売却可能価格調査（ア、イの調査結果等を元に） 

 （エ）その他物件の売却に必要と認められる調査 

〔留意点〕 

・（ア）は、一般競争入札等に係る公告時の公開資料や契約予定者（落札者）へ

の重要事項説明の基礎資料となるため、不備や不足等がないよう行うこと。 

・（イ）は、物件の規模や地域事情等を勘案して行うこと。 



・必要に応じて、提案の根拠となる資料を添付すること。 

 

4.1.3 売買契約関係書類の提案 

受託者は、物件の一般競争入札、随意契約、売買契約等に関する以下の書類を、

本学に提案する。 

              （ア）一般競争入札公告 

（イ）一般競争入札説明書及び随意契約者への説明書 

（ウ）入札参加者及び随意契約者へ提供する物件説明書 

 （エ）売買契約書 

（オ）物件の引渡しに要する書類 

（カ）その他物件の売却に必要と認められる書類 

〔留意点〕 

・物件の契約行為に係る重要書類であるため、関係法令等を確認し、不備や不足

等がないよう提案すること。 

・必要に応じて、提案の根拠となる資料を添付すること。 

 

4.2 入札手続きに係る業務 

4.2.1 入札情報の販促と問合せ対応 

受託者は、本学が実施する一般競争入札等に関して、以下の業務を行う。 

（ア）入札情報（入札物件、入札参加資格、入札手続き等）の公告をはじめとす

る販促活動 

（イ）入札参加希望者の探索活動 

（ウ）入札参加希望者からの問合せ対応 

（エ）入札参加希望者からの現地内覧希望に対する対応  

（オ）入札参加希望者に対する入札への参加奨励 

（カ）その他入札に必要と認められるもので本学が指示する事項 

〔留意点〕 

・（ア）は、広く公平に行い、販促の活動結果（活動方法、対象範囲等）を本学

に報告すること。 

・（イ）によって入札参加希望者（参加検討者を含む。）を確認した場合は、遅滞

なく本学に報告すること。 

・（エ）は、事前に本学に相談し、指示を受けた上で行うこと。 

・（オ）は、入札参加者としての適格性があると判断した者に対し、事前に本学

と調整した上で行うこと。 

 

4.2.2 入札参加の補助 

受託者は、入札参加希望者の入札参加に係る補助として、以下の業務を行う。 

（ア）入札参加者の受付補助（参加表明に係る書類の収受、書類内容の確認等） 

（イ）入札参加者の資格審査補助（資格条件との突合、入札参加可否通知の送付     

等） 

              （ウ）入札参加者の現地内覧対応補助 

（エ）その他入札参加に必要と認められるもので本学が指示する事項 

〔留意点〕 

・適格性があると判断した者以外の者については、入札参加の受付を行わない。 

 

4.3 売却先決定後の業務 

4.3.1 契約予定者（落札者）への重要事項説明 

受託者は、一般競争入札等の結果により決定した契約予定者（落札者）に対し、

宅建業法第 35条の規定に基づく重要事項の説明等を行う。 

 

4.3.2 売買契約締結の補助 

受託者は、物件の売買契約の締結に関し、以下の業務を行う。 



（ア）売買契約締結の補助（契約予定者（落札者）との連絡調整等） 

（イ）売買契約締結の立会い 

（ウ）その他売買契約の締結に必要と認められるもので本学が指示する事項 

 

4.3.3 契約に係る書面の交付 

受託者は、本学並びに物件の売買契約締結の相手方に対し、宅建業法第 37条の

規定に基づく書面の交付を行う。 

 

4.3.4 売買契約履行の補助 

受託者は、物件の売買契約の履行に関し、以下の業務を行う。 

（ア）売却代金収納の補助（売買契約締結の相手方との連絡調整等） 

（イ）物件の所有権移転の補助 

（ウ）物件の引渡しの補助 

（エ）その他売買契約の履行に必要と認められるもので本学が指示する事項 

 

5 業務の基本的事項 

①受託者は、本件業務の一部を第三者へ再委託する場合は、事前に本学へ体制について記載し

た書面により申し入れたうえ、同意を得ること。 

②業務実施に当たっては、本学と密に連絡調整、打合せを行うこと。 

③機密保持 

（ア）本学が提供する資料、情報は、本学の許可なく公開しないこと。 

（イ）業務遂行上知り得た情報は、本学の許可なく公開しないこと。 

④業務遂行に当たって質疑が生じた場合及び不足資料を求める場合は、原則として依頼文書を

提出すること。 

 

6 業務の完了 

受託者が本仕様書に記載する業務を完遂し、物件の売却代金の収納、所有権の移転、物件の

引渡しを全て達成した時点をもって、本業務の完了とする。 

 

7 宅建業法に関係する事項 

宅建業法に定める指定流通機構への登録については、本学と協議した上でその取扱いを決定

する。 

 

8 業務計画書等の提出 

受託者は、業務の着手前に以下の内容を記載した「業務実施計画書」を提出し、本学の了解

を得ること。 

①本仕様書に定める各業務の実施要領 

②本仕様書に定める各業務の実施スケジュール 

③業務責任者、業務担当者の氏名、役職、主な経歴等 

④業務実施体制 

 

9 禁止事項 

受託者と受託者の役員・使用人等（本業務の一部を再委託する場合は、当該委託先及び委託

先の役員・使用人等を含む。）は、物件について、直接又は間接に、買い受け又は当該財産に

関する権利を譲り受けてはならない。 

 

10 その他 

受託者は、本仕様書に定めのない事項について定める必要がある場合は、本学と協議した上

で定める。 

 

以上 

 



別紙 

物 件 概 要 書 

 

 
1. 土地 

   

所 在          地 番      地 目       地 積 

 

  加東市山国字天狗山   ２００６番２２８   宅 地    ２，２３１．９０㎡ 

  加東市山国字狐谷    ２００７番 ２０    〃     ３，９９１．４６㎡ 

  加東市山国字東野    ２０１３番６１１    〃     ５，１３７．９１㎡ 

加東市社字東野       ７７番 ４９    〃       ４３０．２１㎡ 

※加東市山国字狐谷    ２００７番２３９    〃        １９．４６㎡ 

                               （※隣地擁壁越境箇所） 

 
合 計          ５筆            １１，８１０．９４㎡ 

 

 

 

2. 建物 

 

【１号棟】 

所   在：加東市山国字２００６番１３ 

種   類：共同住宅 

構造・規模：鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 

床 面 積 等：１階     ５０９．７６㎡ 

２階     ５０９．７６㎡ 

３階     ５０９．７６㎡ 

４階     ５０９．７６㎡ 

計   ２，０３９．０４㎡ 

築 年 月 日：昭和５５年５月１５日 

 
【2号棟】 

所   在：加東市山国字２００６番１３ 

種   類：共同住宅 

構造・規模：鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 

床 面 積 等：１階     ５０９．７６㎡ 

２階     ５０９．７６㎡ 

３階     ５０９．７６㎡ 

４階     ５０９．７６㎡ 

計   ２，０３９．０４㎡ 

築 年 月 日：昭和５５年５月１５日 

 

 

 

 

 

 



 
【3号棟】 

所   在：加東市山国字２００６番１３ 

種   類：共同住宅 

構造・規模：鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 

床 面 積 等：１階     ２８７．２８㎡ 

２階     ２８７．２８㎡ 

３階     ２８７．２８㎡ 

４階     ２８７．２８㎡ 

計   １，１４９．１２㎡ 

築 年 月 日：昭和５６年３月３１日 

 
【4号棟】 

所   在：加東市山国字２００６番１３ 

種   類：共同住宅 

構造・規模：鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 

床 面 積 等：１階     ２５４．８８㎡ 

２階     ２５４．８８㎡ 

３階     ２５４．８８㎡ 

４階     ２５４．８８㎡ 

計   １，０１９．５２㎡ 

築 年 月 日：昭和５６年３月３１日 

 
【5号棟】 

所   在：加東市山国字２００６番１３ 

種   類：共同住宅 

構造・規模：鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 

床 面 積 等：１階     ２５４．８８㎡ 

２階     ２５４．８８㎡ 

３階     ２５４．８８㎡ 

４階     ２５４．８８㎡ 

計   １，０１９．５２㎡ 

築 年 月 日：昭和５７年４月２日 

 

 

〔付属建物１〕 

符   号：１  

種   類：機械室 

構造・規模：コンクリートブロック造陸屋根平家建 

床 面 積 等：４０．９５㎡ 

築 年 月 日：昭和５５年５月１５日 

 

〔付属建物２〕 

符      号：２  

種   類：倉庫 

構造・規模：コンクリートブロック造スレート葺平家建 

床 面 積 等：１９．６１㎡ 

築 年 月 日：昭和５６年３月３１日 



位 置 図

兵庫教育大学附属中

最寄駅

対象不動産
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周 辺 状 況 図

対象不動産


